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1.研究背景 

本研究は研究者の取得学位と実際に従事している専門分野との関係の提示を目指す。 

第一章ではまず、学位制度改革が行われるきっかけとなった近年の学術活動をめぐる環

境の変化について、学問領域の変化、研究者・研究機関に求められる社会的要請の変化と

いう二点に分けて論じていく。さらに、そのような環境の変化に対応することを目的に実

施されてきた高等教育改革について概観していく。 

 

1.1.学術活動をめぐる環境の変化 

1.1.1.学問領域の変化 

少子高齢化、環境問題、2010 年代以降重要な課題となっている東日本大震災からの復興

と、それに関連するエネルギー問題など、さまざまな社会問題が出現し、現在はそうした

課題への対応が議論されている状況である。また、グローバル化の進展など、社会環境も

ここ数十年で大きく変化している。こうした社会環境の変化によって生じる問題は、文学・

工学といった既存の学問領域によってだけでは解決ができず、複数領域に跨る学際的研究

の重要性が高いとされている[1]。「学際的研究」とは、「複数の専門分野・学問領域が、問

題解決のためにそれぞれの学問的規律を超え、情報・データ・技術・研究手法・視点・考

え方を統合して実施される研究」と定義されており[2]、どこか特定の学問分野の方法論や

研究手法に限定されることなく、各分野の知見や方法論を統合して実施されている研究で

あるとも定義づけられる[3][4]。同様に藤垣[5]は学際的研究について、「異なる discipline 間

で協同して行う研究」と定義づけており、実例として資源エネルギー問題に関連する研究、

環境科学、ストレス科学を挙げている。 

学際的研究が実施されるようになっているだけではなく、「科学」そのものの変質も論じ

られている。伊勢田[6]は Gibbons による「モード 2 知識生産」[7]について、「保全生態学」

をモード 2 の実例として挙げ、そうしたモード 2 に関して科学哲学的考察を加えている。

こうした研究は、工学や文学といった伝統的な学問領域にはカテゴライズされないような

知識生産が行われているという点で学際的研究とは区別されている。こうしたモード 2 は、

問題解決志向が強い点でも従来の学術研究とは異なるとされる[8]。 

しかし、一方で各学問領域の専門分化が進み、専門外の研究者との対話が困難になって

いるともされる[9]。こうした学問の専門分化は科学哲学・科学コミュニケーションにかか

わる研究者だけではなく、個別の学問領域の研究者からも複数指摘がなされている[10][11]。 

 

1.1.2.研究活動のアカウンタビリティ 

ここまでは主に学問領域の変化について論じてきたが、研究者・研究機関に求められて

いる社会的要請も変化している。ここではその中でも、学術論文をはじめとする各研究者

の研究活動・研究者情報の公開といった、研究活動のアカウンタビリティ（説明責任）に

関する事項を中心に論じていく。 
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かつては研究者の業績リストや履歴書などの情報は原則非公開であり、履歴書の公開を

躊躇う研究者も少なくないとされている[12]。 

しかし、科学研究費助成事業・国立大学法人運営費交付金などの研究活動に関連する費

用の財源は国税で賄われているものが多く[13]、国民へのアカウンタビリティという観点か

らも研究活動の執行状況や結果に関して公開していく必要性が求められる[14]。さらに、科

学技術振興費用が増大しているという現状もある（図 1.1・1.2）[15]。同様に費用が大幅に

増大しているとされる社会保障関係費用と比べても、科学技術振興費用の増加は著しく[15]、

科学技術関連費用が効果的に運用されているどうかは、常に検証が求められているといえ

よう。 

 

 
図 1.1 平成 13 年度～25 年度科学研究費予算額・助成額の推移 

※[16]をもとに作成、単位は億円 

平成 22 年度以前は予算額、平成 23 年度以降は助成額 
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図 1.2 科学技術振興費の推移 

※[17]をもとに作成、単位は億円 

平成 25 年度については、復興特別会計として計上された額を除く。 

 

図 1.1・1.2 で示したように、科学技術関連費用は年度によって多少の変化はあるものの、

一貫して増加傾向にあることがうかがえる。近年学術論文などのオープンアクセス化が進

められているが、その目的の一つとして、このような公的資金の使途に対するアカウンタ

ビリティを果たすということが挙げられている[18]。 

また、人を対象とする医学研究の倫理原則として定められたヘルシンキ宣言においても、

第 35・36 条において研究結果の公開と説明責任を求めている[19]。このように研究倫理の

面からも研究活動のアカウンタビリティは重要である。 

さらに、政策的な観点からも研究活動へのアカウンタビリティが要求されるようになっ

てきている。2011 年 4 月の「学校教育法施行規則等の一部省令の改正」（22 文科高第 236

号）[20]により、大学などの公的機関は、 

 

 “大学の教育研究上の目的に関すること 

 教育研究上の基本組織に関すること 

 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること” 

 

を公表することとなった。 

このような背景もあり、各研究機関は研究者総覧や機関リポジトリを公開し、社会に向

けて研究者情報や研究者の執筆した学術成果を提示する必要性が高まったといえよう。 
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1.2.日本における高等教育改革 

前節でも論じたように、学術研究をめぐる環境は大きく変化している。こうした環境変

化への対応が求められたうえに、日本では諸外国と比較し大学院進学率が低いという背景

もあり[21]、大学院教育などの高等教育制度の改革が頻繁に議論されてきた。 

 

表 1.1 大学院制度の変遷 

[22][23]をもとに作成 

年 事象 

1947 年(S22) 
学校教育法制定 

課程制大学院制度の導入 

1949 年(S24) 大学基準協会が大学院基準を作成 

1974 年(S49) 
大学院設置基準制定 

課程制大学院を法令で明確化 

同年 
学位規則改定 

大学院の課程修了者に学位を授与することが制度化 

1985 年(S60) 複数の学部を基礎とする「総合大学院」が設置される 

1989 年(H1) 

学位規則改定 

「高度に専門的な業務に従事するために必要な高度の能力」

を身に付けた者も博士授与の対象者に 

2002 年(H14) 専門職大学院の制度化 

 

表 1.1 で示したように、第二次大戦後の 1947 年、学校教育法の制定や課程制大学院制度

の導入により、おおむね現在の大学院制度の骨子が作られた。その後、大学院設置基準の

制定や学位制度の改定により、大学院の法的位置づけも明確化されるようになった。歴史

の変遷とともに、大学院制度は社会的要請や環境変化に応じて改革された部分も大きい。

例えば日本の大学では伝統的な学部・学科組織に基礎を置く大学院が大半を占めていたと

いう歴史的背景があるが[22]、1985 年には、複数の学部・学科を基礎とする所謂総合大学院

が設置された[23]。また、天野[24]によると戦後の課程制大学院導入時、「研究大学院」・「職

業大学院」の二元構造をとらず、研究大学院のみが制度化されたことがされたことが指摘

されている。しかし石原[25]によれば、1990 年以降の大学院制度改革の中で、研究者養成以

外の役割も大学院に付与されるようになったとされる。そうした時代的背景の中で、2002

年には法科大学院などの専門職大学院の制度化が行われている。 

このように、日本国内では新制大学院の設置以降、さまざまな改革がなされており、特

に 1990 年以後の改革は大規模なものであるとされる[26]。  
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2.学位制度 

第一章では近年の学術環境をめぐる変化について論じ、さらにはそれに対応すべく、数々

の高等教育改革が実施されていることについて記した。そうした改革の中でも学位制度改

革は、学位を授与する側である研究機関の教育的な位置づけに変化をもたらしたという意

味で、研究機関の制度に大きな影響をもたらしたと考えられる。それだけではなく、学位

を授与される側である研究者にとっても、学位が研究者の専門性や能力を示す役割を持っ

ていることから、非常に重要なターニングポイントとなる改革であったと考えられる。さ

らに、学位制度は（大規模な大学院制度改革が行われたとされる）1990 年代に大きな改革

がなされているため、1990 年代以降の高等教育改革について論じるうえでも重要な位置づ

けの存在であるといえる。 

さらに、前述の 22 文科高第 236 号[20]においては、単純な学術論文の発表状況や科学研

究費の獲得状況といった研究業績だけではなく、それ以外の研究者情報に関しても、教員

の専門性や教育内容を確認する材料となるという趣旨の記述がなされている。そうした研

究者情報の中には、研究者が修士課程や博士課程で取得した学位も含まれていると推認で

きることから、本研究では学位制度に関する分析を深化させていく。 

そこで本章では、まず学位制度の法的位置づけについて触れた上で、1991 年の大学設置

基準の大綱化に伴った学位制度改革を中心に、 

 学位制度の制定から 1991 年まで 

 1991 年の学位規則改定経緯 

 学位制度の課題 

について述べる。 

 

2.1.法的位置づけ 

日本の学校教育法第 104 条では、学位は次のように定義されている[27]。 

 “大学（第百八条第二項の大学（以下この条において「短期大学」という。）を除く。

以下この条において同じ。）は、文部科学大臣の定めるところにより、大学を卒業した

者に対し学士の学位を、大学院（専門職大学院を除く。）の課程を修了した者に対し修

士又は博士の学位を、専門職大学院の課程を修了した者に対し文部科学大臣の定める

学位を授与するものとする。” 

この規定で示されているように、学位は「大学・大学院を卒業・修了したものに対して授

与される称号」と定義づけられる。 

さらに、博士課程に関しては学位規則第 4 条において、 

“法第百四条第一項の規定による博士の学位の授与は、大学院を置く大学が、当該大学

院の博士課程を修了した者に対し行うものとする。 

2 法第百四条第二項の規定による博士の学位の授与は、前項の大学が、当該大学の定

めるところにより、大学院の行う博士論文の審査に合格し、かつ、大学院の博士課程
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を修了した者と同等以上の学力を有することを確認された者に対し行うことができる。

“ 

と規定されている[28]。この規定から、博士の学位を持つ研究者は、博士課程を修了してい

るだけではなく、大学院によって実施される博士論文審査にも合格している研究者である

といえる。学士課程・修士課程に関しても、論文審査に関する規定がないことを除けば博

士課程と同様の規定があり、各大学が当該課程を卒業もしくは修了した者に対して授与す

るものであると規定されている（学位規則第 2 条、第 3 条）。 

また学位規則第 10 条には専攻分野の名称に関する規定が存在する。この専攻分野の名称

は、博士・修士・学士などの学位の後に括弧書きで付記されているものであり、「博士（工

学）」、「博士（文学）」のように記述される。同条では 

“大学及び独立行政法人大学評価・学位授与機構は、学位を授与するに当たつては、

適切な専攻分野の名称を付記するものとする。” 

と規定されている[28]。ここから、博士・修士・学士という学位の授与要件は学位規則上で

明確に規定されている一方で、専攻分野の名称に関しては各大学の裁量による部分が大き

いと言えるだろう。 

 

2.2.学位規則の変遷 

前節では学位制度の法的位置づけについて論じたが、学位制度は幾度かの制度改定を経

て現在に至っている[29]。（表 2.1） 

表 2.1 日本における学位制度の変遷 ※[29]をもとに筆者作成 

年 事象 博士の種類 授与権者 

1887 年（M20） 学位令制定 法学、医学など 5 種類 文部大臣 

1949 年（S24) 

学位令改定 

授与権者の改定 

博士の種類の追加 

14 種類 文部大臣の認可を得た大学 

1953 年（S28） 
学校教育法制定 

学位規則制定 

修士は 18 種類 

（3 年後の学位規則改定により、

博士 17 種類を指定） 

大学院を設置する大学 

1974 年（S49） 
大学院設置基準の制定 

学位規則改定 
学術博士の追加 大学院を設置する大学 

1991 年（H3） 

学位制度改定 

学士を学位に位置づけ 

博士・修士の種類を廃止 

博士・修士の種類廃止 大学 

2003 年（H15） 
専門職大学院の制度化に

伴う学位規則改定 

専門職学位（「修士（専門職）」、

「法務博士（専門職）」）を 

新たに規定 

大学 
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表 2.1 で示すように、日本における学位制度は明治期に制定された学位制定からスタート

した。この段階では「法学博士」、「医学博士」などの 5 種類の学位が学位令上に規定され、

文部大臣が授与権者として学位を授与するという形態であった。博士の種類の追加や、授

与権者が「文部大臣の認可を得た大学」に改定されるなどの制度改定はあったものの、学

位令上に数種類の博士の学位が限定列挙されるという形態は共通している。 

第二次大戦後も、学位規則上での学位が限定列挙されるという制度は存続し、1956 年の

学位制度改定の段階では、戦前から授与されてきたものを中心に 17 種類の博士の学位が定

められた[29][30]。ただ、1974 年には博士の種類として新たに学術博士が追加されるなど、

実情に応じて学位規則上に列挙される学位も追加された。その結果、1991 年 6 月 3 日時点

では、博士 19 種類、修士 28 種類の学位が規定されることとなった[31]。 

しかし、1991 年 3 月の大学審議会答申「学位制度の見直し及び大学院の評価について」

においては、学位制度について次のような問題点が指摘された[30]。この答申は大学院の整

備充実が重視されたものである[32]。同答申では第一に学位授与の円滑化にかかわる問題点

として、 

 人文・社会科学系分野における学位授与が低調である状況 

 標準修業年限内に学位を取得できない状況の一般化 

が指摘された。さらに、学術研究の進展への対応も課題とされた。先述の学術博士も、 

“博士の学位は,学問分野のいかんにかかわらず,一定の水準を示すという性格を有

するものであり,その種類は簡素化することが望ましいことなどを考慮 

したことが追加の背景にあり[30]、学際分野・新領域など、既存の種類の学位を授与するこ

とが適当でない者に授与されてきたが、今後学問領域がより高度化・多様化していくこと

を踏まえた学位制度とする必要性が論じられた。 

同答申では、 

“ア 博士の種類について,○○博士のように博士の種類を専攻分野の名称を冠して学

位規則上限定列挙することは廃止し,学位規則上は単に博士とすること。  

イ 各大学院において博士を授与する際には「博士(〔専攻分野〕)」のように,各大学

院の判断により,専攻分野を表記して授与すること。  

ウ 従来の学術博士と同様,学術分野や新分野を対象として「博士(学術)」と表記する

こともできること。  

エ 修士の学位についても同様とすること。” 

とされた[30]。この答申に基づいて 1991 年 6 月には学位規則も改定され、ほぼ現在と同

様の学位制度となった。同答申では、次のようなことが求められている。 

(ア) 学位の種類は旧制度下では「医学博士」・「文学博士」などのように、数十種類の博

士の種類が学位規則上で列挙されるという形態であった。しかし、これを廃止し、

学位規則の上では「博士」とすること。 

(イ) 博士授与の際は各大学が「博士」の後に専攻分野名称を表記すること 
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(ウ) 大学等は「学術博士」と同様の位置づけで、「博士（学術）」を授与することが可能

であること 

(エ) 修士課程の制度も博士課程と同様であること。すなわち、修士の学位に関しても各

大学が専攻分野名称を付記すること。 

2003 年には、専門職大学院の制度化に伴って学位規則が改定された。2003 年の学位規則

改定では、「教職修士（専門職）」、「法務博士（専門職）」などのような専門職学位が新たに

規定されている。 

なお、大学・大学院大学の設置や、学位の種類及び分野の変更を伴う学部・研究科・専

攻・課程には文部科学省の認可が必要となっていることから[33]、実務上は各大学等が定め

た学位に付記する専攻分野名称は、文部科学省による審査が加わっているものと見ること

もできる。 

 

2.3.現状の問題点 

前節でも論じたように、日本の学位制度は 1991 年を境に大きく変化している。それまで

は学位規則上で限定列挙される形態であった学位が、各大学の裁量によって学位に何らか

の専攻分野名称を付記するという形態になったためである。専攻分野名称は学位規則第 10

条においても、「適切な」名称のものを付記することが定められているものの、名称が多様

化し、大学教育の質保証の観点から問題があるという指摘が多数なされている

[34][35][36][37][38][39][40]。こうした問題点に対応すべく、日本学術会議により、専攻分野

名称の在り方に関する分科会も設置され、議論を重ねられてきた状況もある[41]。 

このような「専攻分野名称の氾濫」に関連する指摘は学士課程を対象としたものが中心

であるが、1991 年の学位制度改革においては学士だけではなく、修士・博士課程において

も同様の制度改定がなされている。そのことから、学士課程における専攻分野名称の「氾

濫」と、それに伴う問題は、修士・博士課程でも同様に生じうる。 
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3.関連研究 

ここまでの章では研究の背景となる、「高等教育制度をめぐる環境とその対応」、「研究活

動のアカウンタビリティ」、「学位制度の概要とその変遷」について論じてきた。本章では

それらを踏まえ、学位制度に関連する研究を、特に専攻分野名称に着目する形で整理して

いく。 

 

3.1.関連研究のレビュー 

日本国内の大学等の学位授与機関が、どのような学位を授与しているかを調査・分析し

た研究は多数存在する。大学評価・学位授与機構および、その前身にあたる学位授与機構

は、大学等の学位授与機関を対象とした調査を定期的に実施しており、その結果もまとめ

られている[31][42][43][44][45][46]。 

こうした調査から、2005 年時点での学士課程における学位に付記する専攻分野名称が 580

種類に及ぶことなどが明らかになっており[37]、そうした状況を教育の質保証の観点から問

題視する論考も存在する[47][48]。石橋[49]は日本の学位制度をまとめた論文の中で、 

“専攻分野の名称に関しては特段の規制や指針はなく，専攻内容に照らし著しく不

適当な名称でない限り認められている” 

としている。栗山ら[50]は日本国内の共同学位プログラムの現状を検討する中で、どのよう

に専攻分野名称を取り扱うかが問題となりうると指摘する。 

ここまでは主に大学等の学位授与期間を対象とした調査及び、その調査結果に基づいた

研究を概説した。ここからは逆に「学位を授与される側」、その中でも特に研究者の学位授

与状況及び研究活動に関連する研究を取り上げる。国家レベルでの調査としては、文部省

および文部科学省による調査が挙げられる。これらの調査では、博士・修士・専門職学位

の授与状況について、各大学等の報告をもとに取りまとめられている[51]。博士課程修了者

に関しては、科学技術・学術政策研究所によって「日本博士人材追跡調査」が実施されて

おり[52][53]、第一回目の調査（2014 年 11 月）では 2012 年度の博士課程修了者を対象に追

跡調査が行われた[54]。アメリカ合衆国においては博士課程修了者を対象に SED(Survey of 

Earned Doctorates)[55]・SDR(Survey of Doctorate Recipients)[56]が実施されている。イギリス

においては、学部卒者・修士課程修了者も対象に含まれる[57]DLHE(Destinations of Leavers 

from Higher Education)が実施され、博士課程修了者の修了後の状況把握が図られている。第

1 章で論じたように、各研究機関による情報公開も進められている。一例として、高久ら[58]

は、物質・材料研究機構の研究者総覧と機関リポジトリのシステムを構築し、その特徴を

まとめている。 

より根本的なレベルのものとして、学位そのものの定義を行った研究や、学位の役割に

ついて質的観点から検討を加えた研究も行われている。舘[59]は The International 

Encyclopedia of Higher Education の用語解説に基づき、学位を「大学の学習課程を修了した

こと，またはそうした学習によって獲得されるのと同等の能力を達成したことの公式の認
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定として，大学によって個人に対して授与される称号」と定義し、1991 年の学位制度改革

によって学士が新たに学位として扱われることによる意義を論じている。金子[60]は学位制

度について、「一般に固定化された，あるいは誰にとっても自明なものである」としたうえ

で、学位が情報として有効であるためには、 

 教育課程が明確に定義され、なおかつその課程の実施が強制・保証されていること 

 制度として体系的であること 

 基礎的な知識・技能、具体的な知識・技能の双方を示すこと 

が必要であるとしている。濱中[36]は学位について研究する背景として、「肩書としての学

歴」ではなく、教育の成果として得られた「実力としての学歴」（＝学位）が求められてい

ることを指摘している。そのような背景もあり、近年学位の質保証が課題となっていると

論じている。さらに濱中はこうした背景を踏まえ、学位の機能を担保するための方策を論

じるに当たり、学位を社会システムとしての機能と教育システムとしての機能に分類して

いる。前者には一定の能力を有していることを示し、特定の職種に就くための必須要件と

もなりうる能力証明書としての機能や、知の体系化や構造化の方法を整理するなどの知識

の種類・範囲の認定装置としての機能が含まれているとする。後者には学位を与えるにふ

さわしい教育がされているという前提条件を示す教育活動の規範としての機能や、「学修の

道標」となる学習行動の規範としての機能が含まれていると論じている。しかし、濱中は

それと同時に、これらの機能不全が生じかねないような変化が生じているとも指摘する。

具体的には、大学のユニバーサル化、能力証明書としての価値の低下、知識の高度化、多

様化と学位制度の拡散、カリキュラム設計における共通理解の不足、学生の就学・学習行

動の多様化といった問題点が提示されている。 

さらに、海外の学位制度について論じた研究も複数存在する。村田[61]はイギリス、特に

イングランドの学位制度の概略を論じている。村田はイングランドにおける学位に付与さ

れる専攻分野の種類・名称について、英国高等教育機関の教育評価を担当する非政府機関

[62]Quality Assurance Agency for Higher Education[63]によって定められた「高等教育資格枠組

み」（QAA Higher Education Qualifications Framework）に基づいているとする。この枠組みの

中では、学位のレベル・性格・分野の記述法が定義されている。このうち日本における「学

位に付記する専攻分野名称」と対応する「分野」の記述は、下記に示す法則に従う必要が

あるとされている[61][64]。 

 学問分野（discipline）を含むこと 

 2 つの学問分野の専門性を反映させる場合、両分野の重みがおおむね均等の場合は”A 

and B”、副専攻の重みが 4 分の 1 以上を占める場合は” A with B”を記述すること 

 3 つ以上の学問分野に跨る場合は“Combined Studies”とすること 

ただし、この枠組みには法的拘束力はない[61]。大場ら[65]はフランスの学位制度の概要を

まとめている。大場らによると、フランスにおける学士・修士課程修了により取得できる

免状は、次のような三層構造となっているという。 
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 各専門領域の大枠を示す「学問分野」（domaine）。高等教育総局によって 4 種類の「学

問分野」が示されているものの、これらの「学問分野」はあくまでも例示である。 

 専門領域または複合領域を示す「専門分野」（mention）。専門領域におけるアプローチ

と修了後の職業で用いられるアプローチを両立させること、不必要に名称を多様化さ

せないことが高等教育総局によって通達されている。 

 専門分野をさらに細分化した「専攻分野」（spécialité）。 

吉川[66]はドイツの学位制度について論じる中で、ドイツにおける博士の学位は「博士」の

称号および詳細な専攻分野を示す名称によって構成されることに言及している。 

日本国内と海外における専攻分野名称に関する制度を比較すると、海外の制度は日本の

制度と異なり、学位に付記する専攻分野名称の「氾濫」を防ぐためのシステムが整備され

ているといえる。 

 

3.2.まとめ 

前章までで論じてきたように、研究学位を授与する側、すなわち大学に着目した研究・

調査に関しても定期的に実施されており、各大学がどのような学位を授与しているかにつ

いてもすでに明らかになっている部分が大きいといえよう。 

しかし、学位制度の在り方を検討していく上では、これまで注目されてきた観点だけで

はなく、次のような観点からの研究も必要であると考える。 

 

3.2.1.研究者個人の特性への着目 

専攻分野名称の多様化に関するこれまでの議論は、学士課程を対象とするものが多い。

これはもっとも名称が多様化しているのが学士課程において授与される学位であるためで

あると推察できるが、制度改革は修士課程・博士課程においても行われている以上、学士

課程と同様の問題は生じうるだろう。さらに、学士課程とは修了者の進路が大きく異なり、

大学教員などを志向する者も多い[67]ことから、学士課程における専攻分野名称の多様化に

よって生じる問題とは異なる問題も生じることが考えられる。前掲の濱中[36]は学位の社会

システムとしての機能として「能力証明書」としての機能を挙げており、実際の研究機関

の採用条件においても、博士の学位の取得が望ましいとするケースが散見される。このよ

うなことからも、各研究者がどのような学位を有しているか、さらにその専攻分野名称が

実際に「多様化」もしくは「氾濫」しているかを検討している必要がある。 

 

3.2.2.各研究者の専門性の定量的な検証 

既存の研究を概観すると、研究機関もしくは研究者を対象とした量的な調査は定期的に

実施されているほか、学位制度の質的な検証もなされている状況にあるといえる。しかし、

学位に付記する専攻分野名称と、各研究者の従事する専門分野がどのように関連している

か検討した研究は少ない。 
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4.研究目的およびその意義 

学術環境の変化に対応すべく、日本国内でもさまざまな高等教育制度改革が実施されて

きたといえよう。その改革の中でも大きなものとして学位制度改革が位置づけられるとも

いえる。しかし、既存の研究では学位制度に関して、個々の研究者に焦点を当てた定量的

な研究があまり実施されていないことが明らかになった。より客観的な議論を進めていく

に当たっては、質的観点からの評価だけではなく、量的な観点からの考察を重要であろう。 

そこで本研究では、日本国内における研究者の持つ学位に付記する専攻分野名称（以下、

「専攻分野名称」）と、研究者の実際の専門分野（以下、「実分野」）との関係性の提示を目

的とする。本研究の成果によって、ここまでの学位制度改革の成果や課題点が可視化され、

より実情に即した学位制度に関する議論を進めることが可能になると考えられる。また、

研究者総覧などのデータベースを設計するにあたっても、記載する情報の一つでもある学

位が、どのような特性を有する情報であるかを検証することにより、より多様な観点から

の情報提供や、収録データの分析に有用となる可能性がある。 
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5. 研究対象および利用データ 

本章では研究対象および利用データについて記す。第 1 節では研究対象を定義する。第 2

節ではデータの入手元として Researchmap と科学研究費助成事業データベースの概要を示

し、両 Web サイトからどのようなデータを収集するかを示す。第 3 節では本研究で取り扱

う研究者と学位の範囲を示す。第 4 節では実分野の定義方法とその妥当性を論じる。第 5

節では本研究で取り扱うデータの概況を提示する。 

 

5.1.研究対象 

本研究においては、「日本の大学において修士・もしくは博士の学位を取得した、大学に

所属経験のある研究者」を研究対象とする。 

 

5.2.利用データ 

本研究で用いる研究者情報は Researchmap から収集する。また、研究者の実専門分野の定

義は Researchmap および科学研究費助成事業データベースを利用して行う。本節ではデータ

の入手基である Researchmap および科学研究費助成事業データベースに関して説明する。 

 

5.2.1.Researchmap 

Researchmap[68]は国立研究開発法人科学技術振興機構が運営するサービスで、2011 年 11 

月、独立行政法人科学技術振興機構が運営してきた ReaD と、大学共同利用機関法人情報・

システム研究機構が運営してきた Researchmap の統合によって登場した[12]。同 Web サイト

は、”国内の大学・公的研究機関等に関する研究機関情報、研究者情報等を網羅的に収集・

提供して”[69]いるサービスを提供しており、”日本の研究者総覧として国内最大級の研究者

情報のデータベース”[69]でもある。2015 年 4 月 1 日現在、Researchmap には 3381 機関に属

する 240445 人の研究者情報が収録されている[69]。2013 年現在の日本の研究者数が 83.6 万

人であり、うち約 41.5%が大学もしくは公的研究機関に所属している[70]ことを踏まえると、

Researchmap は大学や公的研究機関に所属する研究者情報を大きな割合で収録していると

いえるだろう。Researchmap から研究者情報を収集した研究も複数存在している[14][71][72]。

これらのことから、Researchmap をデータの入手元として利用することには妥当性があると

考えられる。 

Researchmap における研究者情報ページは原則研究者 1 名につき 1 ページが充当されてい

る。（図 5.1） 
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図 5.1 研究者ページの一例1 

 

本研究では各研究者の研究者情報ページから、 

 研究者氏名 

 所属機関 

 所属部署 

 学位 

 研究分野の大分類（図 5.1 に示した研究者の場合、「情報学」） 

を抽出する。このうち、「学位」は専攻分野名称を明らかにするために用いる。「研究分野

の大分類」は実分野を明らかにするために使用する。Researchmap における「研究分野」は、

図 5.1 にも示すように、「大分類 / 中分類」という形態で記述されているが、本研究では前

                                                  
1 http://researchmap.jp/read0018453/ 
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半部分の大分類のみを用いる。研究者氏名・所属機関・所属部署は研究者の同定のために

収集している。 

学位の記述方法は研究者によって異なっており、最終学位のみを記載している研究者も

いれば、最終学位以外の学位も含めて記載している研究者もいる。また、専攻分野名称は

研究者によって表記揺れが存在するため、目視によってデータをクリーニングした。また、

「研究分野」に関しては、いずれも「上位分野 / 下位分野」という形式で記述されている。 

 

5.2.2.科学研究費助成事業データベース 

科学研究費助成事業データベース（KAKEN）[73]は国立情報学研究所が運営する Web サ

イトであり、“文部科学省及び日本学術振興会が交付する科学研究費助成事業により行われ

た研究の当初採択時のデータ（採択課題）、研究成果の概要（研究実施状況報告書、研究実

績報告書、研究成果報告書概要）、研究成果報告書及び自己評価報告書”[74]が収録されてい

る。助成種目によっては「研究分野」に関する情報も付与されている。さらに、科学研究

費助成事業の採択を受けた研究者の所属機関や研究課題の研究分野も収録されている。 

科学研究費助成事業における「研究分野」は、表 5.1 のように分類されている。 

 

表 5.1 系・分野・分科・細目の関係性 

系 分野 分科 細目名 

総合系 情報学など 情報学基礎など 情報学基礎理論など 

人文社会系 ---- ---- ---- 

理工系 ---- ---- ---- 

生物系 ---- ---- ---- 

 

表 5.1 のように、各分野は 

 総合系 

 人文社会系 

 理工系 

 生物系 

の 4 つの系に分類されており、これらの系は分野・分科・細目に細分化されている。 

このうち、Researchmap に記載されている「研究分野」は、科学研究費助成事業における

「分科」・「細目」と対応関係にある。「系」「分野」に対応する項目は記載されていないこ

とから、「科学研究費助成事業系・分野・分科・細目表」を用いて、Researchmap に記載さ

れている「研究分野」がどの系・分野に属しているかを分類した。（表 5.2）また、科学研

究費助成事業データベースにおける「研究分野」は年によって多少の変遷がみられること

から、筆者が分野を統合・整理している。 
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表 5.2 系・分野・分科表 

系 分野 分科 

総合 

情報学 

情報学基礎 

計算基礎 

人間情報学 

情報学フロンティア 

環境学 

環境解析学 

環境保全学 

環境創成学 

複合領域 

デザイン学 

生活科学 

科学教育・教育工学 

科学社会学・科学技術史 

文化財科学・博物館学 

地理学 

社会・安全システム科学 

人間医工学 

健康・スポーツ科学 

子ども学 

生体分子科学 

脳科学 

人文社会 

総合人文社会 

地域研究 

ジェンダー 

観光学 

人文学 

哲学 

芸術学 

文学 

言語学 

史学 

人文地理学 

文化人類学 

社会科学 
法学 

政治学 
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経済学 

経営学 

社会学 

心理学 

教育学 

理工 

総合理工 

ナノ・マイクロ科学 

応用物理学 

量子ビーム科学 

計算科学 

数物系科学 

数学 

天文学 

物理学 

地球惑星科学 

プラズマ科学 

化学 

基礎化学 

複合化学 

材料化学 

工学 

機械工学 

電気電子工学 

土木工学 

建築学 

材料工学 

プロセス・化学工学 

総合工学 

生物 

総合生物 

神経科学 

実験動物学 

腫瘍学 

ゲノム科学 

生物資源保全学 

生物学 

生物科学 

基礎生物学 

人類学 

農学 
生産環境農学 

農芸化学 
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森林圏科学 

水圏応用科学 

社会経済農学 

農業工学 

動物生命科学 

境界農学 

医歯薬学 

薬学 

基礎医学 

境界医学 

社会医学 

内科系臨床医学 

外科系臨床医学 

歯学 

看護学 

 

5.3.抽出対象 

5.3.1.研究者 

対象とする研究者は、Researchmap に情報が登録されている研究者のうち、次に挙げる条

件をすべて満たす者とする。 

 2012 年 11 月 1 日から 2014 年 10 月 31 日の間にデータが更新されている 

 学校教育法に規定される大学に所属している、もしくは所属経験を有する 

 日本国内の大学において博士もしくは修士の学位を取得しており、Researchmap に学位

および専攻分野名称を記載している 

 何らかの「研究分野」が記されている 

大学に所属経験を有する者に限定するのは、Researchmap に登録している研究者は、大学等

に所属する研究者が大半を占めるとする指摘[75]があるためである。分析対象とする専攻分

野名称に関しては、1991 年の学位制度改革が大規模であったことから、同一名称であって

も、制度改革前の表記の学位と制度改革後の表記の学位を区別した。たとえば、「工学博士」

と「博士(工学)」はいずれも「工学」という文字列が含まれているが、本研究ではこの 2 種

類の学位を区別する。 

 

5.3.2.学位 

本研究では日本国内の大学で授与された修士・博士の学位を対象に分析する。これは、

海外の大学で授与されている学位の場合、翻訳による表記揺れが生じうること、さらに日

本の大学で授与された学位と専門分野との関係を明らかにするという目的にそぐわないた
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めである。また、学位名称や授与大学のみ記載されており、専攻分野名称が記載されてい

ないものに関しても、本研究の目的にそぐわないことから分析の対象外とした。 

なお、1991 年の学位制度改革以前の学位規則に基づいて授与された学位の場合、厳密に

は「専攻分野名称」が付与されているわけではない。ただ、本研究では便宜上「医学博士」

などの学位規則上列挙されている名称のうち、学問分野を示す部分を「専攻分野名称」と

みなす。すなわち、「医学博士」の場合、「医学」を専攻分野名称とみなす。 

また専攻分野名称に関しては「医学」と「医科学」などのように、ほぼ同一の学問領域

を示す名称が存在するが、原則それらは区別した。ただし、点（・）など記号の有無2に関

しては表記揺れが生じやすいと考え、同一名称とみなしている。 

 

5.4.実分野の定義 

研究者の実分野は、Researchmap の各研究者ページに記載されている「研究分野の大分類」

によって判断する。なお、本研究では研究者の分野移動はないものとみなす。Researchmap

における「研究分野」は次のような形で決定されている。 

 

(ア) Researchmap の登録画面から研究者自身が分野を登録する形式 

この場合、科学研究費採択課題に付与されている「研究分野」と同様の学問分野名称の中

から研究者が選択して設定する形式となる。研究者本人のほか、研究機関の担当者も同様

の方法でデータを更新可能である。この場合、研究機関の担当者が所属研究者の研究分野

を設定することになる。 

 

(イ) Researchmap のデータ交換機能を用い、各研究機関の研究者データベース上のデータを

エクスポートすることによって登録する形式 

この場合、Researchmap のデータ交換機能により、科学研究費採択課題における「研究分野」

の細目番号に基づいて登録される。 

 

(ウ) 旧 ReaD の登録データがそのまま移行したもの 

Researchmap は先述の通り ReaD および旧 Researchmap という異なるサービスの統合によっ

て誕生したサービスであり、旧 ReaD から移行したデータも存在している。 

 

このように、Researchmap における「研究分野」は、科学研究費助成事業データベースに

おける「研究課題の研究分野」と強い対応関係にあることが示唆される。 

両者の対応関係について精査するために、研究分野および専攻分野名称が記載されてい

る研究者情報を Researchmap から 2000 件ランダム抽出し、科学研究費助成事業データベー

スに収録されている研究者情報との一致関係を調査した。科研費データベースへの収録の

                                                  
2 「図書館情報学」と「図書館・情報学」など 
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有無を確認したところ、2000 件中 1589 件は科研費データベースにも同名の研究者情報が登

録されていることが明らかになった。さらに、1589 件の研究者情報からランダムサンプリ

ングを行い 150 件の研究者情報を抽出し、科学研究費助成事業における「細目」と

Researchmap の「研究分野の中分類」間で一致性の確認を行った。その結果として、150 件

中 128 件の研究者情報には双方に同名称の「研究分野」が含まれていることが示された。

双方の関係については、図 5.2 に示している。 

 
図 5.2 科学研究費助成事業データベースと Researchmap の「研究分野」 

 

これにより、科学研究費採択課題における「研究課題の研究分野」と Researchmap におけ

る「研究分野」の間には、一定以上の関係性があることが示された。両者に一定以上の関

係性がある要因は、次のようなものが挙げられる。 

 Researchmap の前身の一つである ReaD における登録データの影響 

 Researchmap の登録インタフェースの影響 

特に後者の要因から、科学研究費を申請していない研究者に関しても、ある程度の関連

性は担保されていると推測できる。なお、一致していないケースも存在しているのは、科

学研究費の申請を行っていない研究課題の影響や、過去の科学研究費採択課題による影響

があるためと推定される。 

そこで本研究では Researchmap の情報に基づいて定義した実分野を科学研究費助成事業

における 14 分野に分類したうえで、さらに 4 つの系に分野を分類した。 
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5.5.利用データの概要 

Researchmap から収集したデータの概況について下記の表 5.2 に示す。 

 

表 5.3 Researchmap からのデータ収集状況 

項目 件数 

収集した研究者情報の総数 80072 

対象とする学位が記載されている研究者情報の総数 38637 

実専門分野が記述されている研究者情報の総数 32983 

 

表 5.3 からも明らかなように、収集した研究者情報の総数のうち、本研究で分析の対象と

するデータは約 4 割の 33000 件弱と少ない。このように、収集データ数と研究対象データ

数が一致しないのは、 

 学位を記載していない研究者 

 専攻分野名称を記載していない研究者 

 海外の研究機関で学位を取得した研究者 

 企業内研究者 

が存在するためである。 

さらに研究者の職位をまとめると図 5.3 のようになり、教授が過半数近くの比率を占めて

いることが分かる。 

 

図 5.3 研究者の職名の分布 
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図 5.4 では旧制度下で授与された専攻分野名称（以降、「旧専攻分野名称」）の延べ数につ

いて、上位 20 分野を示す。工学・理学・医学・文学の順に延べ数が大きくなっており、理

工系の専攻分野名称の延べ数が高い状況がうかがえる。 

 

 

図 5.4 旧専攻分野名称の延べ数（上位 20 名称） 
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図 5.5 では新制度下で授与された専攻分野名称（以降、「新専攻分野名称」）の延べ数につ

いて、上位 20 分野を示す。こちらは工学・理学・文学・医学の順に延べ数の値が高くなっ

ている。上位には旧制度下でも授与されてきた専攻分野名称が並ぶ一方、「情報科学」・「人

間科学」など、新制度下でのみ授与される専攻分野名称も存在する。また、専攻分野名称

の「工学」の延べ数が旧制度と比較すると大きく増加している。 

 

 

図 5.5 新専攻分野名称の延べ数（上位 20 名称） 
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図 5.6 では実分野の延べ数を示す。情報学の値が高くなっているが、専攻分野名称と比べ

ると分布の偏りが小さい傾向にあるといえる。電気電子工学、基礎医学、生物科学、機械

工学など、理工系・生物系分野の延べ数が大きい状況が明らかになっている。 

 

図 5.6 上位分野の延べ数（上位 20 名称） 
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6.分析の枠組み 

本章では本研究の分析の枠組みについて論じる。第 1 節では分析対象として専攻分野名

称と実専門分野の共起対を設定し、共起対の集計結果を示した。第 2 節では分析に用いる

特徴量を 6 種類設定し、その概要を記述する。第 3 節では共起対の分析に用いる多変量解

析手法（相関分析・クラスタ分析・主成分分析）およびネットワーク分析についてまとめ

た。 

 

6.1.分析対象 

分析対象のイメージ図を図 6.1 に示す。 

 

 
図 6.1 共起対のイメージ 

図 6.1 に示す共起対は、研究者 1 人当たり 1 対以上存在している。専攻分野名称・実分野と

もに複数記載している研究者がいるため、研究者によっては 2 対以上存在するケースもあ

るものの、本研究ではそのことによる重みは考慮していない。 

表 6.1 では共起対の集計結果を示す。 

 

表 6.1 共起対の集計結果 

研究者の総数 32983

共起対の総数 56351

実専門分野の異なり数 84

専攻分野名称の異なり数 407

旧専攻分野名称の異なり数 31

うち、出現頻度 10 以上のもの 30

新専攻分野名称の異なり数 377

 うち、出現頻度 10 以上のもの 127

 

表 6.1 のデータに基づいて研究者の総数と共起対の総数を比較すると、おおむね 1 研究者あ

たり 2 対の共起対を有していることが分かる。また、延べ出現回数が 10 以上の専攻分野名

称を見ると、新専攻分野名称の大半は出現回数 10 以下であり、ごく少数の研究者のみが保

有する専攻分野名称が大半を占めることがうかがえる。この結果より、先行研究で指摘さ
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れてきた専攻分野名称の多様化もしくは「氾濫」が、研究者が取得している学位において

も生じている状況が示唆される。 

 

6.2.分析手法 

本研究では次に挙げる手法を用いて共起対を分析し、専攻分野名称と実分野の関係を明

らかにしていく。 

 相関分析 

 クラスタ分析 

 主成分分析 

 ネットワーク分析 

このうちネットワーク分析以外の 3 手法では、出現頻度 10 以上の専攻分野名称が含まれる

共起対のみを対象に分析する。そのうえで、出現頻度が低い専攻分野名称を含めた共起関

係を分析するために、ネットワーク分析を行う。 

相関分析とは、鄭ら[76]によれば”変数間の関連の度合を相関係数で評価する”手法である。

本研究では後述する特徴量間の関係性の強さおよび、新専攻分野名称と旧専攻分野名称の

比較を目的として行う。なお、正規分布をとらない特徴量が存在しうることを考慮し、ス

ピアマンの順位相関係数を用いる。さらに相関関係が偶発的に見出されたものではなく、

有意な相関であるかどうかを確認するために無相関検定も行う。ただし、2 つの特徴量に相

関があった場合でも、必ずしも因果関係があるとは限らないことに留意する必要がある。 

クラスタ分析とは、”データの集まりをデータ間の類似度（あるいは非類似度）に従って、

いくつかのグループに分けること”[77]によって行う分析手法である。本研究では階層的ク

ラスタ分析を行い、専攻分野を分類することにより、学問領域ごとの共起関係の差異を明

らかにしていく。階層的クラスタ分析におけるクラスタ分割手法はさまざまなものが存在

し、その中でも群平均法・ウォード法を適用することが適当とされる[78]が、本研究では最

遠隣法を用いる。最遠隣法を用いるのは、大きなクラスタが生じにくく、同等サイズのク

ラスタが生成されやすいとされる[79]ためである。 

主成分分析とは Hotelling によって提案された手法であり、”多くの変数により記述された

量的データの変数間の相関を排除し、できるだけ少ない情報の損失で、少数個の無相関で

ある合成変数に縮約して、分析を行う手法”[80]と定義されている。クラスタ分析のみでは

各クラスタの特徴を捉えることはできないと指摘されていることから[81]、クラスタ分析に

よって明らかになったクラスタの特徴を詳細に分析し、両者の関係性を規定する枠組みを

明らかにすることを目的に実施する。 

ネットワーク分析は”さまざまな対象における構成要素間の関係構造を探る研究方

法”[82]である。多変量解析では扱えなかった出現頻度の少ない専攻分野名称を含めた共起

関係を明らかにし、多変量解析手法で明らかになった結果を再確認するために用いる。共

起対をそのままノードと設定した場合、専攻分野名称と実分野という二種類の異なるノー
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ドからなる二部グラフとなる。しかし、二部グラフのままでは解釈が困難とされるため[83]、

本研究では専攻分野名称をノードとし、共通の実分野を持つ専攻分野の共起関係をエッジ

とする、1-モードグラフに変換した上で分析を行う。変換手続きを図 6.2 に示す。 

 

 

 

図 6.2 二部グラフの 1-モードグラフへの変換 

 

図 6.2 に示すように、共通の実分野と共起関係にある専攻分野名称間でエッジを結んでいく。 

相関分析・クラスタ分析・主成分分析は R 3.0.2 および R の psych パッケージを使用して

行った。ネットワーク分析は Pajek 3.12 によって実施した。 
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6.3.分析に使用する特徴量 

前節に示した分析では、共起対の集計結果をもとに算出された下記に示す 6 種類の特徴

量を用いる。これらの特徴量はいずれも平均が 0、標準偏差が 1 となるように標準化処理を

施す。 

 

A) 各専攻分野名称について、14 分野（情報学、環境学、複合領域、総合人文社会、人文

学、社会科学、総合理工、数物系科学、化学、工学、総合生物、生物学、農学、医歯

薬学）それぞれの出現回数が全体に占める比率の標準偏差  （1） 

（以降、「各分野比率 SD」） 

B) 各専攻分野名称について、出現回数上位 25％の分科が全体に占める比率  

        （2） 

（以降、「上位 25%占有率」） 

C) 各専攻分野名称について、4 系（総合系、人文社会系、理工系、生物系）の出現回数が

全体に占める比率 

（以降それぞれ、「総合系比率」、「人社系比率」、「理工系比率」、「生物系比率」） 

（3）～（6） 

（1）・（2）は、研究者の所属分野の偏りを把握するために用いる特徴量である。（3）～（6）

はどのような領域の研究者が分布しているかを把握するために利用する特徴量となってい

る。また、4 系は表 6.2 に示す分野が含まれている。 

 

表 6.2 系・分野表 

系 分野 

総合系 

情報学 

環境学 

複合領域 

人文社会系

総合人文社会 

人文学 

社会科学 

理工系 

総合理工 

数物系科学 

化学 

工学 

生物系 

総合生物 

生物学 

農学 

医歯薬学 
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7.結果 

本章では分析結果およびその考察を手法ごとに示す。さらにそれらの分析結果を踏まえ、

総合的な考察を通時的観点と共時的観点から行う。 

 

7.1.相関分析 

7.1.1.相関係数の算出結果 

特徴量間の相関係数を次の表 7.1 に示す。 

 

表 7.1 相関分析結果（特徴量間） 

  各分野比率

SD 

上位 25% 

占有率 

総合系比率 人社系比率 理工系比率

上位 25%占有率 0.31** - - - -

総合系比率 -0.52** -0.19 - - -

人社系比率 0.45** -0.03 -0.56** - -

理工系比率 -0.48** 0.14 0.37** -0.50** -

生物系比率 -0.45** 0.07 0.21 -0.73** 0.15

** p<.01 

 

新制度・旧制度を通じて授与されている専攻分野名称について、同一特徴量間の相関係

数を算出した。結果を表 7.2 に示す。なお、相関係数は小数点第 3 位以下を四捨五入してい

る。 

 

表 7.2 同一特徴量間の相関係数（新旧共通して授与された名称のみ）3 

特徴量 相関係数 

各分野比率 SD 0.85

上位 25%占有率 0.94

総合系比率 0.83

人社系比率 0.94

理工系比率 0.72

生物系比率 0.89

 

7.1.2.相関分析の考察 

＜特徴量間の関係性＞ 

無相関検定を行ったところ、次に挙げる特徴量間には有意な正の相関がみられた。 

                                                  
3 いずれも p<.01 
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 各分野比率 SD と上位 25%占有率 

 各分野比率 SD と人社系比率 

 総合系比率と理工系比率 

ただし、これらの特徴量間の相関係数は 0.5 以下であり、無相関検定によって有意な相関が

見られた背景には、専攻分野名称数の多さ（157 個）が関わっていることも考えられる。 

一方、次に挙げる特徴量間には有意な負の相関がみられた。 

 各分野比率 SD と総合系比率 

 各分野比率 SD と理工系比率 

 各分野比率 SD と生物系比率 

 総合系比率と人社系比率 

 人社系比率と理工系比率 

 人社系比率と生物系比率 

この中でも人社系比率と他系の比率との間の相関係数がいずれも-0.5 を下回っていること

から、人社系比率の高い専攻分野名称は、他の系の比率が低くなる傾向があるといえるだ

ろう。すなわち人社系の実分野と親和性の高い専攻分野名称は、大半が人社系の実分野の

研究者によって取得されている状況がうかがえる。 

一方、理工系・生物系・総合系の実分野と親和性の高い専攻分野名称の場合、各系比率

間の相関係数が、有意でないものもあるもののいずれも正の値を示す。この背景から、人

社系以外の各系と親和性の高い専攻分野名称は、複数の系に含まれる実分野の研究を実施

している傾向もありうる。 

また、各分野比率 SD はいずれの特徴量との間の相関係数も有意な値となっているが、人

社系比率との間には正の相関が見られる一方、他系比率との間には負の相関が見られる。

ただし、実分野の分類は科学研究費採択課題に付与された「研究分野」に基づいているた

め、科学研究費の申請頻度や申請額によるバイアスが生じていることも背景に考えられる。

他の系、特に科学研究費の獲得頻度の高い理工系分野の場合、人社系分野よりも分野が細

分化されている可能性も考えられるのである。 

 

＜特徴量の新旧比較＞ 

無相関検定を行ったところ、いずれも 1%水準で帰無仮説（「特徴量間の値の差は偶発的

なものである」）が棄却されたこと、特徴量間の相関係数とことなり、いずれの値も 0.7 を

上回っていることを踏まえると、同一特徴量間では非常に強い正の相関関係を有している

ことが示された。このことにより、制度変化による特徴量の変化は全体としては小さいこ

とが示唆される結果となった。ただし、特徴量によって相関係数には差があり、理工系比

率の相関係数が 0.72 と比較的低いのに対し、人社系比率の相関係数は 0.94 と極めて高い値

となっている。つまり、人社系比率の順位変動が小さい一方で、理工系比率の順位は新旧

間で相対的に大きく変動しているということが明らかとなった。 
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＜相関分析結果のまとめ＞ 

特徴量間の相関係数の算出および、同一特徴量間の新旧比較を行ったところ、人社系比

率は他系と比べると特徴的な傾向を示していることが推察される結果となった。しかし、

相関係数の算出のみでは特徴量間の因果関係や各専攻分野名称の詳細な特性は把握できな

い。そこで、他の多変量解析手法と組み合わせて結果を解釈する必要性がある。 

 

7.2.クラスタ分析 

本節ではクラスタ分析の結果を示す。 

 

7.2.1.デンドログラム 

クラスタ分析の結果生成されたデンドログラムを次ページの図 7.1 に示す。距離はユーク

リッド距離を利用し、クラスタ方法は最遠隣法を用いる。なお、デンドログラムの拡大図

は次節の 7.2.2 節で示す。 
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図 7.1 デンドログラム生成結果 

図 7.1 のデンドログラムを分類し、各クラスタを表す名称を付与した。その分類結果を図

7.2 に示す。 
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図 7.2 クラスタの分類結果 

 

表 7.3 では各クラスタに含まれる専攻分野名称の数、延べ数の平均値をまとめた。なお、平

均値ともに小数点第三位以下を四捨五入している。 

 

表 7.3 各クラスタの概略 

番号 クラスタ名 名称数 うち旧名称 延べ数平均 

1 理工系 13 3 1632.69 

2 人社系学際・複合 38 1 27.74 

3 純人社系 8 0 25.75 

4 人社系優位 27 10 543.52 

5 生物系優位 25 11 535.92 

6 総合系優位 7 1 91.00 

7 生物系学際・複合 19 2 48.00 

8 全分野授与 20 2 197.75 

  

図 7.2、表 7.3 で示すように、専攻分野名称を 8 個のクラスタに分割することができる。ク

ラスタリング結果の詳細な解説及び考察は次節で示す。 
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7.2.2.クラスタリング結果の考察 

図 7.2、表 7.3 に示すように、専攻分野名称を大きく分けると「理工系」、「人文社会系」、

「生物・総合系」の 3 つにクラスタに分類することができる。このうち、「人文社会系」、「生

物・総合系」の両クラスタは、計 7 クラスタに細分化することが可能である。以降、各ク

ラスタについて詳説する。 

 

＜理工系クラスタ＞ 

図 7.1 のうち、理工系クラスタが含まれる部分を拡大して図 7.3 に示す。 

 

 

図 7.3 理工系クラスタ拡大図 

 

図 7.3 からも分かるように、第 1 クラスタである理工系クラスタには、「工学」・「理学」

などの専攻分野名称が含まれる。同クラスタは他の 2 クラスタとの距離が大きく、工学・

理学などの専攻分野名称の特徴量が、他の学問領域を表す専攻分野名称の特徴量とは大き

く異なることが示唆される結果となっている。実際に理学・工学などの特徴量をみると、

理工系比率が高く、人社系比率・各分野比率 SD が低いという点が共通している。ここから、

理工系クラスタに含まれる専攻分野名称は、理工系の学問領域を専門とする研究者に多く

取得されていると考えられる。さらに他のクラスタと比べると、含まれる専攻分野名称数

が 13 種類と少ない。最遠隣法によるクラスタリングでは同等サイズのクラスタが生成され

やすいとされる[79]ことを踏まえると、理工系の学問領域では専攻分野名称が多様化してお

らず、理工系の実分野を専攻する研究者が「理学」・「工学」などの旧制度時代から存在す

る専攻分野名称を大学院で取得し、研究キャリアを積んでいるケースが多いということが

推察される。 
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＜人文社会系クラスタ＞ 

人文社会系クラスタは、 

 人社系学際・複合クラスタ（第 2 クラスタ） 

 純人社系クラスタ（第 3 クラスタ） 

 人社系優位クラスタ（第 4 クラスタ） 

の 3 クラスタに細分化できる。第 2 クラスタの拡大図を図 7.4 に示す。 

 
図 7.4 第 2 クラスタ拡大図 
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図 7.4 からも示されるように、第 2 クラスタには、「国際学」・「地域研究」・「環境科学」

などの専攻分野名称が含まれる。このクラスタは人社系比率が高い一方で各分野比率 SD が

低い。「工学」・「文学」などの伝統的に用いられた専攻分野名称よりも、学際・複合領域を

表す専攻分野名称のほうが、より実分野が分散傾向になることから、各分野比率 SD が低く

なりがちであると考えられる。このことから、第 2 クラスタには学際・複合領域を表す専

攻分野名称の中でも、人社系の研究者の比率が比較的高い専攻分野名称が含まれていると

考えられる。第 2 クラスタには 38 種類の名称が含まれており、8 クラスタ中最も規模の大

きなクラスタとなっている。その一方で、旧制度でも存在した専攻分野名称は「国際学」

のみとなっており、大半は学位制度改革後に新たに授与されるようになった専攻分野名称

となっている。 

第 3 クラスタの拡大図を図 7.5 に示す。 

 

 

図 7.5 第 3 クラスタ拡大図 

 

図 7.5 からも分かるように、第 3 クラスタには「人文科学」・「神学」・「心身障害学」など

の専攻分野名称が含まれている。第 3 クラスタはいずれも人社系比率・各分野比率 SD が高

く、他の系の比率が低い専攻分野名称が含まれている。そのことから、第 3 クラスタに含

まれる専攻分野名称は、ほぼ人社系の学問領域を専門とする研究者にのみ取得されている

と考えられる。 
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第 4 クラスタの拡大図を図 7.6 に示す。 

 

図7.6 第4クラスタ拡大図 

 

図7.6で示すように、第4クラスタには「文学」・「教育学」・「経済学」・「法学」などの専攻

分野名称が含まれている。第4クラスタには、人社系比率と上位25%占有率の高い専攻分野

名称が多く含まれている。第3クラスタとは異なり各分野比率SDの値は必ずしも高いとは言

えないため、第6クラスタに含まれる専攻分野名称は人社系の学問領域を専門とする研究者

に多く取得されている一方で、他の学問領域を専門とする研究者もある程度取得している

と考えられる。ただし、「文学」、「教育学」などの旧来から存在する専攻分野名称について

は、教育学を除けば各分野比率SDが高い傾向にある。このため、たとえば専攻分野名称が

「文学」である学位を持つ研究者は、文学研究者としてのキャリアを積んでいることが多

いという状況が推察される。なお、教育学の各分野比率SDが低いのは、大田[84]が教育学に

ついて”ヒトの生涯にわたる文化の中での自己形成を助ける行動の本質…（中略）…を、社

会的、歴史的かつ心理的生理的諸側面から研究する総合的人間科学である”と定義づけてい
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るように、教育学が多様な学問分野との接点を有する学問であることが関係しているため

であると考えられる。そのことから、専攻分野名称が「教育学」の学位を持っていたとし

ても、結果として他分野を専攻する研究者が一定の割合で存在するのである。 

このように、人文社会系クラスタは、第 2 クラスタの規模が大きいことからも示唆され

るように、学際・複合分野を表す専攻分野名称が多くなっていることが特徴的となってい

る。また、「文学」・「教育学」などの旧来から授与されている専攻分野名称は、その名称が

直接表す分野を専攻する研究者だけではなく、それ以外の分野を専攻する研究者にも授与

されている状況があるのではないかということが考察できる。 

 

＜生物・総合系クラスタ＞ 

生物・総合系クラスタは、 

 生物系優位クラスタ（第 5 クラスタ） 

 総合系優位クラスタ（第 6 クラスタ） 

 生物系学際・複合クラスタ（第 7 クラスタ） 

 全分野授与クラスタ（第 8 クラスタ） 

の 4 クラスタに細分化できる。第 5 クラスタの拡大図を図 7.7 に示す。 

 

図 7.7 第 5 クラスタ拡大図 
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図 7.7 で示すように、第 5 クラスタには、「医学」・「農学」などの専攻分野名称が含まれ

る。同クラスタには生物系比率が高く、他系比率が低い専攻分野名称が含まれる。このこ

とから、生物系分野を専門とする研究者の比率が高い専攻分野名称が多く含まれているこ

とが示唆される結果となったといえる。また、第 7 クラスタの中でも「医学」・「農学」の

ように旧来から存在する専攻分野名称に関しては、出現頻度の低い医科学・衛生学・歯科

学を除くと上位 25%占有率が高くなっている。ここから、旧来から存在する専攻分野名称

については、その名称に対応する実分野に属する研究者がそれらの学位を取得し、研究者

としてのキャリアを積んでいる状況が想定される。 

第 6 クラスタの拡大図を図 7.8 に示す。 

 
図 7.8 第 6 クラスタ拡大図 

 

図 7.8 で示すように、第 6 クラスタには、「体育学」・「図書館情報学」などの専攻分野名

称が含まれる。同クラスタには総合系比率・各分野比率 SD が高い専攻分野名称が含まれて

いる。このことから、総合系の研究者の比率が高い専攻分野名称が多く含まれていること

が示唆される結果となったといえる。体育学と図書館情報学は、研究対象の違いからまっ

たく異なる学問として認識されるものの、いずれも異なる系統の学問分野の知見が求めら

れる学問であり、多くの学問分野の研究者が参入している点では共通している。ここから、

第 6 クラスタは体育学、図書館情報学など総合系の実分野に属する研究者がその名称の含

まれる学位を取得し、研究者としてのキャリアを積んでいることが多いといえるだろう。

また、第 6 クラスタは規模が小さく、含まれる専攻分野は 7 種類のみである。そのことか

ら、総合系の学問分野と強い親和性を持つ専攻分野名称は少ない結果になったといえる。

ただ、こうした結果となった背景には、実分野のカテゴライズに KAKEN のデータを用い

たことも背景にあると考えられるため、その点に留意が必要であるとも考えられる。 
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第 7 クラスタの拡大図を図 7.9 に示す。 

 
図 7.9 第 7 クラスタ拡大図 

 

図 7.9 からも分かるように、第 7 クラスタには「栄養学」・「障害科学」・「音楽」などの専

攻分野名称が含まれる。同クラスタには総合系比率が高く、各分野比率 SD と上位 25%占有

率の低い専攻分野名称が含まれている。第 6 クラスタとは異なり、各分野比率 SD と上位

25%占有率は低い。そのため、第 7 クラスタに含まれている専攻分野名称は、総合系の実分

野に属する研究者が多く取得する一方で、他の分野に属する研究者も多く存在する傾向に

あるといえる。また、生物系比率の高い専攻分野名称も多く存在する一方で、「芸術工学」・

「都市科学」のように理工系比率の高い専攻分野名称も存在している。このことから、第 7

クラスタには学際・複合領域を表す専攻分野名称の中でも、生物系・理工系の研究者の比

率が高い専攻分野名称が含まれていると考えられる。第 2 クラスタと同様に旧制度でも存

在した名称が少ないことも特徴であり、19 種類の名称が含まれているが、旧制度でも存在

した専攻分野名称は「栄養学」、「芸術工学」のみとなっており、大半は学位制度改革後に

新たに授与されるようになった専攻分野名称である。 
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第 8 クラスタの拡大図を図 7.10 に示す。 

 
図 7.10 第 8 クラスタ拡大図 

 

図 7.10 からも分かるように、第 8 クラスタには「学術」・「人間科学」・「情報科学」など

の専攻分野名称が含まれる。同クラスタには総合系比率が高く、各分野比率 SD の低い専攻

分野名称が含まれている。第 7 クラスタと値の分布が類似する面があるものの、第 7 クラ

スタとは異なり、各系比率に明確な傾向はみられない。そのため、どの実分野を専攻する

研究者にも授与されうる専攻分野名称を含むクラスタであるといえる。「学術博士」は第二

章で言及したようにカテゴライズが困難な学際分野・新領域に授与される学位であったこ

とから、第 8 クラスタには「学術博士」と同様に学際分野・新領域を専攻する者に授与さ

れることを想定して設けられた専攻分野名称が多く含まれているとも推察できる。一方で

「情報科学」・「家政学」・「芸術学」などの専攻分野名称も含まれていることから、「特定の

学問分野を表しているものの、その分野に属する研究者の実分野が多様である」という専

攻分野名称も同時に含まれていることが考えられる。なお、第 8 クラスタには「情報学」

が含まれているが、この要因としては理工系と総合系の 2 系に実分野が分散しているため

であると推察される。情報学に関係する専攻分野名称については、「学際情報学」のように

人社系との親和性も高い専攻分野名称もあり、情報学の学際性の強さや複合分野的な要素

の強さが影響した結果になったとも考えられる。 
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＜クラスタリング結果のまとめ＞ 

このように、クラスタ分析によって専攻分野名称を少数のクラスタに分類でき、それぞ

れのクラスタの概略を把握することができた。しかし、個別の専攻分野の特徴量を見た場

合、例外も存在する。さらに、専攻分野名称と実分野の関係を整理するための枠組みを分

析するためにも、さらなる分析が必要である。 
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7.3.主成分分析 

本節では主成分分析の結果とその考察を示す。 

 

7.3.1.主成分の選定 

各主成分の固有値と寄与率を計量したところ、表 7.4、図 7.11 のようになった。なお、い

ずれの値も小数点第 3 位以下を四捨五入している。 

 

表 7.4 各主成分の固有値と寄与率 

主成分 第一 第二 第三 第四 第五 第六 

固有値 1.52 1.15 1.02 0.91 0.71 0.00

寄与率 38.40% 21.98% 17.38% 13.90% 8.35% 0.00%

累積寄与率 38.40% 60.38% 77.75% 91.65% 100.00% 100.00%

 

 
図 7.11 各主成分の寄与率 

 

表 7.4 および図 7.11 で示すように、第三主成分までの累積寄与率が約 78％であり、なお

かつ第三主成分の固有値が 1 を上回っていることを踏まえ、本研究では第三主成分までを
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採用する。表 7.5 に各特徴量の主成分値を第三主成分値まで示した。なお、いずれの値も小

数点第 5 位以下を四捨五入している。 

 

表 7.5 各特徴量の主成分値 

特徴量/主成分の値 第一 第二 第三 

各分野比率 SD 0.4699 -0.2945 0.0913 

上位 25%占有率 0.0545 -0.5438 0.6251 

総合系比率 -0.4014 0.2801 -0.1008 

人社系比率 0.6220 0.2309 -0.0064 

理工系比率 -0.3378 0.2469 0.6849 

生物系比率 -0.3379 -0.6518 -0.3489 

 

表 7.5 で示すように、第一主成分は各分野比率 SD・人社系比率の主成分値が高く、総合

系比率・理工系比率・生物系比率の主成分値が低い。第二主成分は上位 25%占有率・生物

系比率の主成分値が特に低い。第三主成分は上位 25%占有率・理工系比率の主成分値が高

い傾向にある。 

 

7.3.2.第一主成分 

各専攻分野名称の主成分得点を示す。第一主成分の主成分得点について、1SD 以上・-1SD

以下の専攻分野名称の所属クラスタ・主成分得点を表 7.6・表 7.7 にまとめた。なお、第一

主成分の主成分得点の SD は 1.51（小数点第 3 位以下四捨五入）である。  
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表 7.6 第一主成分の主成分得点（得点 1SD 以上） 

（主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入、次ページに続く） 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

新 神学 2.7912 3 

新 日本語日本文学 2.5837 3 

新 神道学 2.5785 3 

旧 商学 2.3828 4 

新 教育心理学 2.3812 4 

新 商学 2.3576 4 

新 社会心理学 2.3553 3 

旧 法学 2.3480 4 

新 法学 2.2683 4 

新 日本語教育学 2.2547 4 

新 政治学 2.1419 4 

新 マネジメント 2.1348 3 

新 歴史学 2.1178 4 

新 英文学 2.0897 3 

新 人文科学 2.0710 3 

旧 政治学 2.0656 4 

旧 神学 2.0609 4 

新 言語・文化学 2.0127 2 

新 経営学 1.9860 4 

新 史学 1.9842 4 

旧 経営学 1.9822 4 

旧 経済学 1.9660 4 

新 社会人類学 1.9601 2 

新 社会福祉学 1.9065 4 

新 国際関係論 1.9047 2 

新 文化史学 1.8909 4 

新 国際関係 1.8571 2 

新 新聞学 1.8436 2 

新 経済学 1.8211 4 

新 文学 1.7402 4 

旧 文学 1.6548 4 

新 心身障害学 1.6546 3 



46 
 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

新 哲学 1.6531 4 

新 学際情報学 1.5716 2 

新 比較文化 1.5567 2 

新 環境科学 1.5493 2 

旧 社会学 1.5252 4 

新 医療福祉学 1.5153 2 
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表 7.7 第一主成分の主成分得点（得点-1SD 以下） 

（主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入） 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

新 保健科学 -1.5483 7 

新 生命科学 -1.6089 5 

新 リハビリテーション療法学 -1.6196 7 

新 保健医療学 -1.6196 7 

新 地球環境学 -1.6288 8 

新 栄養学 -1.6372 7 

新 生活環境学 -1.7224 7 

新 健康科学 -1.8034 7 

新 食品栄養科学 -1.8307 7 

新 理学療法学 -1.8472 7 

新 情報科学 -1.8564 8 

新 情報理工学 -1.8584 1 

旧 芸術工学 -1.8885 7 

新 情報学 -1.9939 8 

新 エネルギー科学 -2.0187 1 

旧 商船学 -2.0255 1 

新 情報工学 -2.0309 1 

旧 工学 -2.0517 1 

新 スポーツ科学 -2.0808 5 

新 工学 -2.1002 1 

新 芸術学 -2.1522 8 

新 生活科学 -2.1963 8 

新 環境学 -2.2484 8 

新 地球環境科学 -2.2824 1 

新 理学 -2.3299 1 

旧 理学 -2.3464 1 

新 生物資源科学 -2.6608 1 

新 理工学 -2.6937 1 

 

表 7.6 で示すように、第一主成分得点が高いものは第 2～4 クラスタのいずれかに属して

いることが分かる。一方、表 7.7 で示すように、第一主成分得点が低いものは第 1、第 7、

第 8 クラスタに属しているものが多い。 
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人社系の学問を表す専攻分野名称の得点が高く、理学・工学などの得点が低いことから、

第一主成分は専攻分野名称の「人社系学問分野との親和性の強さ」という軸を表している

といえる。このことから、第一主成分得点が高ければ高いほど、その専攻分野名称は人社

系の実分野に属する研究者に多く取得されている傾向があるといえるだろう。さらに、各

分野比率 SD の主成分値の高さを踏まえると、第一主成分得点が高い専攻分野名称は、「人

社系の特定の実分野に属する研究者が主として取得している」傾向が強いことがうかがえ

る。 

その一方で第一主成分得点が低い専攻分野名称は、理工系クラスタに含まれる専攻分野

名称が多い。一方で「芸術学」など、理工系分野とはそれほど親和性の高くない専攻分野

名称の中にも、第一主成分得点が低いものが見られる。これらのことから、第一主成分得

点が低い専攻分野は、「理学・工学などの、理工系の学問領域を表す専攻分野名称」と、「人

社系比率以外の比率が高い学際・複合領域を表す専攻分野名称」の 2 つに分かれる。前者

の主成分得点が低い要因は、専攻分野名称が表す学問領域そのものがほとんど人社系の学

問分野との接点のないということがあると考えられる。後者の主成分得点が低い要因は、

各分野比率 SD・人社系比率の主成分値が高い一方、人社系以外の各系の比率の主成分値が

低くなっていることから、人社系以外の学問領域から発展した学際・複合領域の得点が低

くなりやすいためと推察される。 

さらに、第一主成分の寄与率は第二主成分のほぼ 2 倍であるため、「人社系学問と親和性

の強い専攻分野名称」は、他の専攻分野名称とは特に明確に異なる形で運用されていると

考えられる。その中でも特に「理工系学問と親和性の強い専攻分野名称」とは明確に異質

な運用がなされているといえる。「人社系学問と親和性の強い専攻分野名称」は人社系以外

の実分野に属する研究者はほとんど取得しておらず、一方で「理工系学問と親和性の強い

専攻分野名称」は人社系の実分野に属する研究者はほとんど取得していないということが

示唆される結果となっているのである。 
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7.3.3.第二主成分 

第二主成分の主成分得点について、1SD 以上・-1SD 以下の専攻分野名称の所属クラスタ・

主成分得点を次ページ以降の表 7.8・表 7.9 にまとめた。なお、第二主成分の主成分得点の

SD は 1.14（小数点第 3 位以下四捨五入）である。 

 

表 7.8 第二主成分の主成分得点（得点 1SD 以上） 

（主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入） 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

旧 商船学 2.2967 1 

新 理工学 2.2441 1 

新 創造都市 1.6534 2 

新 都市科学 1.6457 7 

新 生活科学 1.5776 8 

新 地理学 1.5706 8 

新 教育 1.5132 2 

新 芸術文化学 1.3888 2 

新 環境学 1.3575 8 

新 エネルギー科学 1.3566 1 

新 人間学 1.3506 2 

新 生物資源科学 1.3463 1 

新 社会工学 1.2999 7 

新 国際広報メディア 1.2973 2 

新 知識科学 1.2671 7 

新 国際情報通信学 1.2584 8 

新 国際関係学 1.2454 8 

新 言語・文化学 1.2299 2 

新 総合政策 1.1907 2 

新 国際文化 1.1827 2 

新 デザイン学 1.1413 8 
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表 7.9 第二主成分の主成分得点（得点-1SD 以下） 

（主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入） 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

旧 衛生学 -1.1946 5 

新 水産学 -1.2589 5 

新 社会健康医学 -1.5351 5 

新 保健学 -1.5601 5 

旧 水産学 -1.8212 5 

旧 保健学 -1.9641 5 

新 生命科学 -2.0421 5 

新 農学 -2.0863 5 

旧 医科学 -2.1287 5 

旧 農学 -2.1708 5 

旧 獣医学 -2.3238 5 

新 薬学 -2.4883 5 

旧 歯科学 -2.5053 5 

旧 薬学 -2.5641 5 

新 獣医学 -2.6019 5 

新 医学 -2.7220 5 

新 歯学 -2.8325 5 

新 看護学 -2.9839 5 

旧 医学 -3.0779 5 

旧 看護学 -3.1443 5 

旧 歯学 -3.1943 5 

 

表 7.8 で示すように、第一主成分得点が高い専攻分野名称はさまざまなクラスタに属して

いることが分かる。一方、表 7.9 で示すように、第一主成分得点が低い専攻分野名称はすべ

て第 5 クラスタに属している。 

第 5 クラスタは生物系比率の高い専攻分野名称をまとめたクラスタであることから、第

二主成分は専攻分野名称の「生物系学問分野との親和性の強さ（弱さ）」という軸を表して

いるといえる。主成分得点が低ければ低いほど、その専攻分野名称は生物系の実分野に属

する研究者に多く取得されている傾向があるといえるだろう。さらに、各分野比率 SD・上

位 25%占有率の主成分値の低さを踏まえると、第二主成分得点が低い専攻分野名称は、「生

物系の特定の実分野に属する研究者が主として取得しており、なおかつ大半の研究者は特

定少数の下位分野に属している」傾向が強いということがうかがえる。たとえば、「看護学」

という専攻分野名称が含まれる学位を取得した研究者は、看護学や医学・薬学などの生物
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系分野を専攻していることが大半であり、さらにその大半は看護学（に内包される下位分

野の）研究に従事していることが推察されるということである。 

一方で第二主成分得点が高いものは所属クラスタが分散しており、得点が低いものと比

べると傾向を見出しにくい。しかし、生物系比率の主成分得点の低さを踏まえると、これ

らの専攻分野名称は、生物系比率以外の比率が高い学際・複合領域を表す点が共通してい

るといえるだろう。第二主成分得点の高い専攻分野名称は、生物系比率以外の学問から発

展した学際・複合領域が多いと考えられる。 

第二主成分の寄与率は前節でも触れたとおり、第一主成分の約半分で、第三主成分とも

大差ない。「生物系学問との親和性の強い専攻分野名称」は、他の専攻分野名称と明確に異

なる運用がされているものの、人社系学問と親和性の強い専攻分野名称とは異なり、生物

系分野以外を専攻する研究者も一定数取得しているのではないかと示唆される結果となっ

た。 
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7.3.4.第三主成分 

第三主成分の主成分得点について、1SD 以上・-1SD 以下の専攻分野名称の所属クラスタ・

主成分得点を表 7.10・表 7.11 にまとめた。なお、第二主成分の主成分得点の SD は 1.02（小

数点第 3 位以下四捨五入）である。 

 

表 7.10 第三主成分の主成分得点（得点 1SD 以上） 

（主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入） 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

新 数理科学 4.1620 1 

新 数理学 3.6340 1 

旧 工学 3.1592 1 

新 工学 3.0738 1 

新 エネルギー科学 3.0139 1 

新 理学 2.0985 1 

新 情報工学 2.0978 1 

旧 理学 2.0493 1 

新 生物資源科学 1.5105 1 

旧 商船学 1.4390 1 

新 情報理工学 1.3488 1 

新 理工学 1.1672 1 

新 法学 1.1475 4 

新 情報科学 1.1174 8 

旧 法学 1.1140 4 

新 経営学 1.0876 4 

旧 商学 1.0657 4 

新 文学 1.0579 4 

新 商学 1.0579 4 

新 情報学 1.0576 8 

旧 経済学 1.0241 4 
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表 7.11 第三主成分の主成分得点（得点-1SD 以下） 

（主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入） 

新旧 専攻分野名称 主成分得点 所属クラスタ 

新 社会健康医学 -1.0180 5 

新 マネジメント -1.0265 3 

新 生活科学 -1.0289 8 

新 教育情報学 -1.0573 2 

新 生活環境学 -1.0719 7 

新 リハビリテーション療法学 -1.0777 7 

新 作業療法学 -1.1369 7 

新 言語・文化学 -1.1656 2 

新 保健科学 -1.1867 7 

新 人間学 -1.2955 2 

新 創造都市 -1.3414 2 

新 医科学 -1.3662 5 

新 健康科学 -1.3783 7 

新 鍼灸学 -1.4104 5 

新 栄養学 -1.4522 7 

旧 栄養学 -1.4881 7 

新 福祉マネジメント -1.5243 2 

旧 歯科学 -1.5417 5 

新 保健医療学 -1.7168 7 

新 児童学 -1.8303 7 

旧 衛生学 -2.2930 5 

 

表 7.10 で示すように、第三主成分得点が高い専攻分野名称は第 1 クラスタに属する名称

が多い。ただし、第 4 クラスタに含まれる専攻分野名称や、「情報科学」・「情報学」といっ

た情報系の学問分野を表す専攻分野名称も含まれている。一方、第三主成分得点が低い専

攻分野名称は表 7.11 で示すように、さまざまなクラスタに属しているが、第 5 クラスタや

第 7 クラスタに属している専攻分野名称が比較的多い。 

第 1 クラスタは理工系比率の高い専攻分野名称を集約したクラスタであることから、第

三主成分は専攻分野名称の「理工系学問分野との親和性の強さ（弱さ）」という軸を強く表

しているといえる。主成分得点が高ければ高いほど、その専攻分野名称は理工系の実分野

に属する研究者に多く取得されている傾向があるといえるだろう。しかし、それと同時に

「法学」・「経営学」などの専攻分野名称の主成分得点も高い。第一主成分の結果を踏まえ

ると、これら人文系の学問と親和性の高い専攻分野名称は、理工系比率の高い専攻分野名



54 
 

称とは対照的に位置にあることも想定される。しかし、第三主成分の主成分値を見ると、

上位 25%占有率が高い値となっているため、そのことが影響したと考えられる。実際人社

系学問分野と親和性の高い専攻分野名称のうち、得点の高い専攻分野名称は、いずれも旧

制度でも授与されてきた専攻分野名称である。 

一方で主成分得点が低い専攻分野名称は所属クラスタが分散しており、得点が高い専攻

分野名称と比較すると傾向を見出しにくい。しかし、生物系比率の主成分得点の低さ、上

位 25%占有率・理工系比率の得点の高さを踏まえると、これらの専攻分野名称は、理工系

比率以外の比率が高い学際・複合領域、特に生物系の学問から発展した学際・複合領域が

多く含まれていると考えられる。 

第三主成分の寄与率は前節でも触れたとおり、第一主成分の約半分で、第二主成分とも

大差ない。「理工系学問分野との親和性の強い専攻分野名称」は、他の専攻分野名称と明確

に異なる運用がされているものの、人社系学問と親和性の強い専攻分野名称とは異なり、

他系の実分野に属する研究者も一定数取得しているのではないかと示唆される結果となっ

た。さらに、生物系の学際・複合領域を表す専攻分野名称は、生物系の実分野に属する研

究者が取得している傾向が強いことが推察される。 

 

7.3.5.主成分得点のまとめ 

ここまでの節では各主成分の得点を個別に論じてきたが、本節ではそれらの結果を統合

した考察を行う。 

まず、各主成分が示す軸について、表 7.12 にまとめた。 

 

表 7.12 各主成分の示す軸 

主成分 得点高グループ 得点低グループ 

第一主成分 人社系との親和性高 理工系の親和性高 /  

人社系以外の学際性高 

第二主成分 生物系以外の学際性高 生物系との親和性高 

第三主成分 理工系との親和性高 生物系の学際性高 

 

表 7.12 からも分かるように、専攻分野名称は実分野との関係から、「特定の学問領域（人社

系・生物系・理工系）に含まれる実分野との親和性の強さ」と、「学際・複合分野的な性質

の強さ」という二軸でその特性を表現できる。この結果からも分かるように、第一主成分

または第三主成分の得点が高いか、第二主成分の得点が低い場合は、いずれかの学問領域

との親和性が高いといえるだろう。そうした傾向にある専攻分野名称は研究者の実分野を

明確に示しているといえる。また、学際・複合領域を表す専攻分野名称のうち、生物系比

率が比較的高い名称も、専攻分野名称が研究者の実分野をある程度明確に表しているとい

える。 
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表 7.13 には各クラスタの主成分得点の平均値をまとめた。さらに表 7.14 には各クラスタ

の主成分得点の標準偏差をまとめた。いずれも小数点第 3 位以下を四捨五入している。 

 

表 7.13 各クラスタの主成分得点の平均値 

クラスタ 第一主成分 第二主成分 第三主成分 

1 -2.05 0.79 2.29 

2 1.04 0.62 -0.41 

3 2.28 0.22 -0.21 

4 1.78 -0.42 0.71 

5 -1.07 -2.06 -0.58 

6 -1.14 -0.03 0.06 

7 -1.34 0.55 -0.89 

8 -0.95 0.85 -0.02 

 

表 7.14 各クラスタの主成分得点の標準偏差 

クラスタ 第一主成分 第二主成分 第三主成分 

1 0.46 0.75 0.98 

2 0.53 0.59 0.49 

3 0.34 0.55 0.65 

4 0.52 0.43 0.38 

5 0.44 0.77 0.61 

6 0.23 0.27 0.28 

7 0.44 0.53 0.57 

8 0.89 0.42 0.53 

 

次ページの表 7.15 では表 7.13、7.14 をもとに、クラスタごとの主成分得点の傾向をまと

めた。 
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表 7.15 各クラスタの主成分得点の傾向 

クラスタ 第一主成分 第二主成分 第三主成分 

1 -- + ++ 

2 + + - 

3 ++ +- +- 

4 ++ - + 

5 - -- - 

6 - +- +- 

7 - + -- 

8 - + +- 
++：主成分得点が非常に高い 

+：主成分得点がやや高い 

+-：主成分得点に特別な傾向がみられない 

-：主成分得点がやや低い 

--：主成分得点が非常に低い 

 

表 7.15 からも分かるように、専攻分野名称は 

 得点に何らかの特徴を有する第 1，3，4，7 クラスタ 

 得点に大きな特徴がみられない第 2，5，6，8 クラスタ 

の 2 グループに分けることができる。得点に大きな特徴を見出せないクラスタは、いずれ

も学際・複合領域と関連性の深い専攻分野名称を含むクラスタである。これらのクラスタ

に含まれている専攻分野名称は、特定の実分野に属する研究者のみが取得するのではなく、

多様な実分野に属する研究者が取得していると考えられる。 

次に示す表 7.16 には出現頻度 500 以上の専攻分野名称の主成分得点をまとめた。なお、

主成分得点は小数点第 5 位以下を四捨五入している。さらに、主成分得点が 1SD 以上のも

のは太字で、-1SD 以下のものは斜体で示している。 
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表 7.16 出現頻度 500 以上の専攻分野名称の主成分得点 

新旧 名称 クラスタ番号 延べ数 第一主成分 第二主成分 第三主成分 

新 工学 1 8329 -2.1002 0.5354 3.0738

旧 工学 1 5291 -2.0517 0.5531 3.1592

新 理学 1 3745 -2.3299 0.1603 2.0985

旧 医学 5 3713 -0.7376 -3.0779 0.0555

旧 理学 1 3452 -2.3464 0.1971 2.0493

旧 文学 4 3410 1.6548 -0.5968 1.0078

新 医学 5 2553 -0.9192 -2.7220 0.0134

新 文学 4 2486 1.7402 -0.6302 1.0579

新 農学 5 1692 -1.2845 -2.0863 -0.1683

新 学術 8 1657 -0.9074 0.7278 0.1531

旧 農学 5 1476 -1.2909 -2.1708 -0.1887

旧 教育学 4 1269 0.4930 -0.2284 0.7966

新 教育学 4 1245 0.7403 -0.3685 0.8380

新 経済学 4 830 1.8211 -0.7445 1.0166

新 薬学 5 820 -1.1374 -2.4883 0.2758

新 法学 4 767 2.2683 -0.9716 1.1475

旧 経済学 4 742 1.9660 -0.8051 1.0241

旧 学術 8 731 -0.7579 0.6619 0.0137

旧 薬学 5 723 -1.1856 -2.5641 0.1461

旧 法学 4 692 2.3480 -1.0057 1.1140

 

表 7.16 をみると、「学術」の得点は、いずれの主成分に関しても±1SD 以内であり、専攻

分野名称「学術」が新分野や分類が困難な学問領域、学際的な実分野を表す専攻分野名称

として運用されている現状がうかがえる。出現頻度が高いものはいずれも旧制度下でも存

在した名称であるが、第二主成分得点が高い専攻分野名称、第三主成分得点が低い専攻分

野名称が存在しないことも特徴的である。先述のように、第二主成分・第三主成分は学際・

複合分野的な性質の強さを表す主成分である。このことから、学位制度改革前から存在す

る専攻分野名称に関しては、その名称と対応する専門分野の研究者に多く授与されている。

その一方、そうした専攻分野名称は、学際・複合分野的な性質の学問を専攻する研究者が

あまり取得していないという状況もうかがえる。 

図 7.12～図 7.14 では、2 つの主成分を軸としたグラフに各専攻分野名称の主成分得点を

プロットしたものを示す。 
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図 7.12 第一主成分と第二主成分を軸としたグラフ 

（横軸が第一主成分、縦軸が第二主成分） 

 

図 7.12 から、第一主成分得点が高く、第二主成分得点が低い専攻分野名称はほとんど存

在しないことが分かる。第一主成分得点が高いものは人社系と親和性の高い名称が多く、

第二主成分得点が低い名称は生物系との親和性が高い。相関分析からも分かるように、人

社系比率の高さと生物系比率の高さは有意な負の相関があることから、このような散布図

になったと考えられる。 
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図 7.13 第一主成分と第三主成分を軸としたグラフ 

（横軸が第一主成分、縦軸が第三主成分） 

 

図 7.13 から、第一主成分得点、第三主成分得点ともに高い専攻分野名称はほとんど存在

しないことが分かる。なお、第一主成分得点が高く、第三主成分得点が 1 前後の名称が多

いのは 7.3.5 節でもふれたように、第三主成分の主成分値は上位 25%占有率が高い値をとっ

ていることが影響したと考えられる。 
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図 7.14 第二主成分と第三主成分を軸としたグラフ 

（横軸が第二主成分、縦軸が第三主成分） 

 

図 7.14 から、第二主成分得点が低く、第三主成分得点が高い専攻分野名称はほとんど存

在しないことが分かる。第二主成分得点が低い名称は生物系と親和性が高い名称が占めて

いる一方で、第三主成分得点が高い名称は理工系と親和性が高い名称が多い。特定の系の

比率が高い名称は、他の系の比率が低くなることが影響したと考えられる。 

 

7.3.6.主成分分析結果のまとめ 

主成分分析の結果、専攻分野名称と実分野の関係は、 

 特定の学問領域（人社系・生物系・理工系）との親和性の強さ 

 学際・複合分野的な性質の強さ 

という 2 つの要素で整理できることが明らかになった。そして、なんらかの学問領域との

親和性が強い専攻分野名称は、その専攻分野名称が直接示す実分野と強い対応関係がみら

れる。たとえば、「工学」という専攻分野名称は、「工学」を内包する理工系の実分野と強

い対応関係がみられる。同様に、「医学」という専攻分野名称は、「医学」を内包する生物

系の実分野と強い対応関係がみられる。一方、学際・複合分野的な性質が強い専攻分野名
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称は、専攻分野名称と実分野の間の対応関係が弱い傾向があることが示唆される結果とな

った。ただ、その対応関係には強弱があり、生物系の実分野と関連が深い専攻分野名称は

比較的強い対応関係がある。その一方で、「学術」に代表される新分野や分類困難な学問を

表す専攻分野名称に関しては、対応関係がかなり弱いことが推察される結果となった。 

しかし、ここまでの多変量解析手法では、出現頻度 10 以上の専攻分野名称に対象を限定

してきた。そのためすべての専攻分野名称の状況を反映させたネットワーク分析を行うこ

とによって、これまでの多変量解析手法で明らかになった結果を再確認していく。 

 

7.4.ネットワーク分析 

ネットワーク分析の結果生成されたネットワーク図を図 7.15 に示す。 

 

 

図 7.15 ネットワーク図 

 

図 7.15 は専攻分野名称をノードとし、共通の実分野を持つ専攻分野の共起関係をエッジと

するネットワークを図示したものである。多くのノードが重なり合って描画されているこ

とからも分かるように、このネットワークはかなり密であるといえるだろう。 
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表 7.17 では媒介中心性の高い専攻分野名称を 20 種類示す。 

 

表 7.17 各専攻分野名称の中心性指標 

（媒介中心性は小数点第七位以下を四捨五入） 

専攻分野名称 媒介中心性 次数中心性 重み付き次数中心性 

(新)学術 0.010666 407 3763 

(新)農学 0.010257 405 3721 

(旧)農学 0.010197 404 3582 

(新)医学 0.009727 405 3591 

(旧)学術 0.009385 405 3650 

(旧)工学 0.009385 405 3744 

(旧)理学 0.009385 405 3805 

(新)工学 0.009385 405 3822 

(新)理学 0.009385 405 3803 

(新)経済学 0.009257 400 3151 

(旧)医学 0.009223 402 3570 

(新)文学 0.009133 404 3545 

(旧)教育学 0.009098 403 3502 

(旧)文学 0.008914 403 3531 

(新)教育学 0.008901 402 3324 

(新)社会学 0.007625 388 2733 

(旧)経済学 0.007420 392 2916 

(新)人間科学 0.007290 389 2631 

(新)心理学 0.007210 387 2431 

(新)人間・環境学 0.006989 382 2710 

 

表 7.15 から分かるように、新制度で授与されている「学術」、新制度で授与されている「農

学」、旧制度で授与されていた「農学」の媒介中心性が高い。媒介中心性は鈴木[85]による

と”ネットワークにおける媒介や伝達に着目した”指標だとされている。本研究で取り扱うネ

ットワークの場合、次の条件を満たす専攻分野名称の媒介中心性が高くなると考えられる。 

 

(ア) さまざまな実分野の研究者が取得している 

特定の実分野の研究者しか取得していない専攻分野名称と比べると、複数の実分野の研究

者が取得している専攻分野名称の方が、結果としてより切断点を抱えやすいと考えられる。

ただしこの場合、次数中心性の値も高くなることが想定される。媒介中心性を算出するこ

との意義は下記の（イ）を満たす専攻分野名称が明らかになるということにある。 
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(イ) 異なる多数の学問領域を専門とする研究者が取得している 

クラスタ分析・主成分分析の結果から、専攻分野名称は特定の実分野との親和性の強さに

よっていくつかのグループに分類できることが明らかになった。ここから、本研究で扱う

ネットワークにおいては、理工系・人社系・生物系という 3 種類のサブグラフが形成され

ていると考えられる。そこで、理工系と生物系・人社系と生物系など、複数の学問領域の

実分野を専門とする研究者が取得している専攻分野名称は、特定の実分野との対応関係が

強い専攻分野と比べ、媒介中心性の値が高くなると想定される。 

 

こうしたことを踏まえると、「学術」の媒介中心性が高いのは、特定の学問領域との対応

関係がみられず、すべての学問領域の実分野と対応しうる専攻分野名称であるためである

と考えられる。次数中心性の低い「人間・環境学」、「人間科学」に関しても同様である。

一方、「農学」、「医学」、「工学」の媒介中心性が高いのは、理工系・生物系の実分野を連結

する最短経路を構成しているためと推察できる。 

このようなことから、出現頻度の低い専攻分野名称を含めた場合でも、多変量解析手法

で明らかになった傾向が出現することが示された。 
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7.5.総合的な考察 

本節では分析結果を踏まえ、通時的な観点と共時的な観点から考察していく。 

 

7.5.1.通時的観点からの考察 

第 2 章でも論じたように、学位制度は 1991 年に大きく改革され、学位規則上に学位が限

定列挙される形態から、各大学の裁量で専攻分野名称を決定できる形態に改められた。そ

うした学位制度改革に伴う影響に関して考察していく。 

まず、「文学」・「工学」・「医学」など、旧制度の学位規則で列挙されていた専攻分野名称

は、相関分析により新旧間の特徴量を比較した結果、大きな変化がないことが明らかにな

った。この結果は、文学・工学などの専攻分野名称に関しては、制度改革後も改革前と同

様の学問領域を扱う大学院で授与されているということを示唆している。 

このような結果となったのは、複数領域に跨る学際的分野の重要性が指摘されるように

なった現在でも、伝統的な学問体系の枠組みそのものが変化したわけではないためである

と考えられる。クラスタ分析・主成分分析の結果も踏まえると、「理工系・人文系・生物系」

という伝統的な枠組みは存在していることが強く示唆される。また、「学術」に関しても、

制度改革前、改革後ともに新分野・分類が困難な学問分野を専攻している場合に授与され

るという位置づけは同じである。 

専攻分野名称に関しては、先行研究でも論じられていたように学位制度改革に伴って多

様化しているということも明らかになった。さらに、新制度でのみ授与されている専攻分

野名称の大半は、ごく少数の研究者しか取得していないことも確認された。ただ、こうし

た専攻分野名称の多様化は学問領域によって差があり、理工系の学問領域では専攻分野名

称の多様化があまり進行していない状況もうかがえる。 

こうした結果となった要因には、理工系の教育組織では以前から大学院進学率が高く、

企業や研究機関も大学院修了者を求める需要があったということが背景にあると考察する。

そのため、理工系大学院修了者を企業や研究機関が採用するに当たり、学位に対しては能

力証明書としての機能や、知識の範囲を規定する機能が以前から強く求められてきたと考

えられる。こうしたことから、大学院修了者の学位の役割が学位制度改革以前から明確に

定まっており、その学位がどのような能力を示すのか、どのような知識を示すのかといっ

たことに対しても、研究者もしくは研究機関内で合意が形成されていたことが、専攻分野

名称があまり多様化しなかった要因にあるといえると推察する。 

 

7.5.2.共時的観点からの考察 

前節では、学位制度改革が専攻分野名称と実分野との関係にもたらす影響を中心に考察

した。本節では専攻分野名称間での実分野との関係性の相違について考察していく。 
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主成分分析によって明らかになったように、専攻分野名称は特定の学問領域との対応関

係の強さおよび、学際・複合分野的な性質の強さによって整理することができる。そのた

め、本節では主成分分析によって提示された枠組みに基づいて考察する。 

学問領域との対応関係の有無から専攻分野名称を分類すると、下記の 5 タイプに分類す

ることができる。 

(ア) 人社系の実分野と対応関係にある名称 

(イ) 理工系の実分野と対応関係にある名称 

(ウ) 生物系の実分野と対応関係にある名称 

(エ) 総合系の実分野と対応関係にある名称 

(オ) 強い対応関係のある実分野が存在しない名称 

ただ、この対応関係が生ずる要因は学問領域によって異なると考察する。人社系の場合、

そもそも単著論文の比率が高く、他分野との研究協力が行われることが少ないということ

が背景にあると考えられる。一方、理工系・生物系が含まれる自然科学分野の場合、大学

院生の研究は指導教員の研究との強い関連性がある[86][87]とする指摘があることから、研

究協力が行われる場合でも、自身の専門分野を変更せずに研究を行うというケースが多い

ということが背景にあると考察できる。さらに、生物系に含まれる医歯薬・看護などの医

療系分野の場合、医師免許・看護師免許などの国家資格との関係が強いということも背景

とあると考えられる。 

また、人社系・生物系に対応する専攻分野名称が多数存在することが明らかになったの

に対し、理工系の実分野と対応する専攻分野名称が少数しか存在しないことが示された。

これは新たな学問分野が形成され、そうした分野を専攻した学生が修了する際に、人社系・

生物系の学問を扱う教育組織では、新しい専攻分野名称を命名していくことによって対応

することが多いためであると考えられる。こうした対応は「氾濫」と言われるような問題

が生じる要因になるが、そうした新しい専攻分野名称の中には「地域研究」・「環境科学」

など、一定以上の人数の研究者が取得している専攻分野名称も存在している。このことか

ら、現状で一定人数以上の取得者が存在する専攻分野名称を中心に、新制度の下で「氾濫」

した専攻分野名称を整理する必要性も示唆された。強い対応関係のある実分野が存在しな

い名称についても「学術」・「人間科学」・「人間・環境学」など、複数の専攻分野名称が存

在することが明らかになった。「学術博士」創設の経緯を踏まえると、これらの名称につい

てはガイドラインを策定することなどによって、整理する必要性があるだろう。 

そして、総合系の実分野と対応関係にある専攻分野名称は、クラスタ分析によって図書

館情報学や体育学などが存在することが明らかとなったものの、主成分分析では軸として

は出現しなかった。これらの名称は、いずれも複数の分野の知見に基づいて現実社会の問

題を解決することを目的とする学問分野と対応関係にあるという点が共通する。こうした

名称に関しては、新たに生じた社会問題に対応すべく既存の分野から発展した分野も多く

含まれていると推察できるため、専攻分野名称が今後も多様化していく可能性があるとい
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える。そうした中での新しい専攻分野名称の設定の可否や、「学術」との兼ね合いも考慮す

る必要がある。ただし、本研究では「総合系」の学問分野をやや狭く解釈した面もあって、

強い特徴を持つ軸として出現しなかったと考えられるため、「実分野」をより多面的に定義

する必要性も示されただろう。 

学際・複合分野的な性質の強さから専攻分野名称を分類すると、下記の 3 タイプに分け

ることができる。 

(ア) 学際・複合分野的な性質の弱い名称 

(イ) 学際・複合分野的な性質が強く、特定の実分野との関連性が存在する名称 

(ウ) 学際・複合分野的な性質の強く、特定の実分野との関連性が存在しない名称 

学際・複合分野的な性質の弱い名称に関しては、「工学」・「理学」・「文学」・「農学」など

といった、伝統的な学問分野の名称を採用している専攻分野名称が多い。ただし、こうし

た専攻分野名称の研究者の中にも、少数ながら総合系などの他の系に含まれる実分野に属

する研究者が存在していることも分析によって明らかになった。 

(イ)に含まれる専攻分野名称は、4 つの系のいずれかに含まれる実分野とある程度の関連

が見られた専攻分野名称である。ただ、この中でも生物系の学問領域と比較的親和性の高

い専攻分野名称については、実分野との対応関係が強いことが示唆される結果となった。

こうした背景には、国家資格の存在が大きいことが考えられる。 

さらに、「学際的な分野」やモード 2 科学にカテゴライズされうる実分野に関しては、 

 比較的近いと考えられる伝統的な名称が付与されるケース 

 その学問分野と対応する名称が付与されるケース 

 「学術」などの名称が用いられるケース 

に分かれることが示唆される結果となった。学際・複合分野に対してどのような方針で専

攻分野名称が付与されるかは統一した基準がないといえるだろう。 
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8.結論 

本章では本研究で得られた知見および課題についてまとめる。 

 

8.1.本研究のまとめ 

本研究は、研究者の取得学位と実際に従事している専門分野との関係の提示を目指して

実施した。第一章では学問領域の変化と研究活動へのアカウンタビリティの要求といった

学術環境の変化に対応すべく、日本においても高等教育改革が実施されてきたという点を

論じた。第二章ではその改革の中でも学位制度改革が重要な位置づけであることを論じ、

学位制度のおよびその改革について概略をまとめた。第三章では学位制度に関するものを

中心とした関連研究をレビューし、研究者個人の学位と専門性の関係について分析を行う

必要性があることを指摘した。第四章では第三章を踏まえ、研究目的を再度提示し、その

意義について記した。第五章では研究目的を達成するために用いた Researchmap・科学研究

費助成課題データベースの概要をまとめたうえで、そこから抽出する対象データを示した。

さらに第五章では、対象データに基づいて「実分野」を定義し、利用するデータの概況と

して単純集計結果をまとめた。第六章では分析の枠組みおよび各分析手法の概要を記した。

第七章では、相関分析・クラスタ分析・主成分分析を中心にその結果をまとめ、さらに補

助的にネットワーク分析を行った結果をまとめた。第八章では結果の考察として、専攻分

野名称と実分野の関係性は 

 学問領域との対応関係の有無 

 学際・複合分野的な性質の強さ 

という二つの枠組みで整理することができることを示した。さらに、学問領域によって専

攻分野名称の多様化の状況が異なることや、強い対応関係が生じる要因が異なることも考

察した。 

このように本研究では、これまであまり議論されてくることがなかった研究者個々の取

得学位と実際の専門分野との関係性について、議論の枠組みを提示することができた。さ

らに、概略的な専攻分野名称と実分野との関係性も提示できたといえるだろう。 

 

8.2.本研究の課題 

研究者の学位と専門分野の関係について、大まかな枠組みを提示することができた。し

かしその一方で、より精密な分析を実施するためには、次に挙げるような課題を解消する

必要があるといえる。 

一点目は実分野の定義に関する課題である。「研究者の専門性の高さ」や「研究者の実績」

を表す指標はさまざまである。本研究では実分野を科学研究費採択課題データベースに基

づき定義したが、これには次のような問題がある 

 理工系・生物系分野に比べ、人社系学問の粒度が大きくなること 

 総合系分野を中心に、学問領域の変動に対応することが難しいこと 
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二点目は専攻分野名称を Researchmap から収集したことによる課題である。Researchmap

には日本の全研究者が登録しているというわけではない。さらに専攻分野名称が記載され

ていない研究者や、そもそも学位そのものを記載していない研究者も多く存在した。 

これら二点の課題を踏まえ、より精密な分析を行うに当たっては、 

 各大学の研究者総覧、博士論文の書誌事項など、さらに網羅性が高いデータを併用す

る 

 論文の書誌情報や所属学協会など、複数の観点に基づき実分野を定義する 

ことが必要であるといえるだろう。特に博士論文の書誌事項に関しては、2015 年に国立情

報学研究所がデータを公開しており[88][89]、そのデータを用いた研究を実施することによ

り、博士論文の書誌情報と専攻分野名称の関係性を明らかにすることが可能となるだろう。 

こうした課題を解消することによって、より綿密な実分野と専攻分野名称の関係性が明

らかになり、分野ごとに関係性に違いが生じる要因についても提示することが可能になる

と考えられる。 
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